
価値創造基盤の強化：信頼される組織風土

銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る
取得価額の合計額（百万円）

非上場株式 1 6

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 11 112
非上場株式以外の株式 6 15,345

銘柄数及び貸借対照表計上額（2023年3月末現在）

（2022年度において株式数が減少した銘柄）
該当事項はありません。

（2022年度において株式数が増加した銘柄）

取締役のスキル・マトリックス
氏名 役職 企業経営

経営戦略 財務会計 法務
リスク管理 海外事業 建設設計 営業

不動産 都市開発 技術
DX

ESG
サステナビリティ

辻　　範明 取締役会長 ● ● ● ● ●
池上　一夫 代表取締役社長 ● ● ● ● ●
谷　　淳一 代表取締役　副社長執行役員 ● ● ●
村川　俊之 取締役　副社長執行役員 ● ● ●
楢󠄀岡　祥之 取締役　副社長執行役員 ● ● ● ●
古泉　正人 取締役　専務執行役員 ● ● ●
熊野　　聡 取締役　専務執行役員 ● ● ● ● ●
山口　　徹 取締役　専務執行役員 ● ● ●
吉村　直子 取締役　執行役員 ●
一村　一彦 社外取締役 ● ● ● ● ●
長崎　真美 社外取締役 ● ● ●
小椋　敏勝 社外取締役 ● ● ● ● ●
藤井　晋介 社外取締役 ● ● ● ● ●
伊澤　　透 社外取締役 ● ● ● ● ●

　取締役・監査役一覧については、　企業情報 > 役員一覧（QRコード参照）　をご覧ください。
社外役員の独立性要件については、コーポレートガバナンス基本方針別紙（QRコード参照）をご参照ください。

　コーポレートガバナンス基本方針において取締役の報酬
に関する基本方針を定めています。2022年3月の取締役会
において、コーポレートガバナンス基本方針の改訂案を決
議しており、取締役の報酬は、コーポレートガバナンス基本
方針に基づき、全ての独立社外取締役及びその同数以下の
代表取締役等にて構成される指名報酬委員会での協議を踏

　当社は取引先等の株式を保有することで事業遂行におけ
る円滑化が図れる場合は、別に定める「取引円滑化の為の資
産取得のガイドライン」に則り、政策保有株式として保有す
る方針としています。
　なお、同ガイドラインにおいては、累計した取得資産の簿価
総額が連結純資産の一定程度におさまることを目安とするこ
ととしています。
　当社は毎年取締役会にて、個別の政策保有株式について
中長期的な経済合理性や将来の見通しを検証し、保有意義
が乏しいと判断される株式については縮減を図るなど見直
しを行っています。取締役会では、年1回、取得の目的である
事業における年度毎の受注高や仕入れ額といった取引状況
を確認し、継続保有の可否について検討を行っています。

まえ、社長が取締役の報酬支給基準を作成し、取締役会の決
議によって決定することとしています。
　2022年度における指名報酬委員会は3回開催され、メン
バーである社内取締役2名、社外取締役5名の全員が出席し
ております。

詳細はこちら役員一覧　社外役員の独立性要件

詳細はこちら役員報酬

政策保有株式

　当社では、取締役、監査役、執行役員、その他役職員について、当該役職に応じた教育体制を構築しています。

詳細はこちら役員トレーニング
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